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新保健センター・子育て世代包括支援センター 

建設基本計画策定の趣旨 

 

本市では、第２次伊勢崎市総合計画（平成２７年度から平成３６年

度）に基づき、将来都市像である『夢ふくらみ 安心して暮らせる 元

気都市 いせさき』の実現に向け、健康・医療分野では「いつまでも健

康に暮らせるまちをつくる」ことを、また福祉分野では「子育てしやす

く自立して暮らせるまちをつくる」ことをまちづくりの政策に掲げ諸施

策を進めています。 

本市の保健センターは、各種保健サービスを実施するため、健康管理

センター、赤堀保健福祉センター、あずま保健センター、境保健センタ

ーの４箇所の保健センターから構成されていますが、赤堀保健福祉セン

ター以外は、建築後３５年以上が経過し、老朽化による施設機能の低下

とともに、維持管理費用の増加をきたしています。また、社会情勢の変

化による保健サービスの多様化に対応していくには適応困難な施設規模

になっているとともに、保健センターの点在する状況が事務の効率化に

支障をきたしており、市民ニーズに充分に対応することが難しくなって

きています。 

また、近年の少子高齢化の急激な進展、核家族化をはじめとする家庭

環境の変化、地域のつながりの希薄化や共働き世帯の増加などにより、

健康づくりと疾病予防等に加え、特に子育て支援に関する市民の要望

は、今後さらに多様化していくものと考えられます。しかしながら、現

在それらの要望に対応する機能を持つべき子育て世代包括支援センター

は、老朽化の進んだ手狭な健康管理センター内に設置されており、規模

的にも機能的にも大きな制約があるため、子育て世代包括支援センター

本来の業務を遂行するのには、厳しい環境下にあるといえます。 

従って、施設の統廃合や効率的な施設活用が必要であり、今後の市民

ニーズに的確に対応していくためには、健康づくりやきめ細かな子育て

支援の拠点となる新施設の建設が急務となっています。 

これらのことから、（仮称）伊勢崎市新保健センター・子育て世代包括

支援センター建設基本構想（令和３年２月策定）をふまえた上で、市内

全ての保健センターを集約し、効率よく質の高いサービスを提供できる

新施設の建設をめざして本計画を策定しました。 

なお、建設にあたっては、本市施策の共通視点としている SDGs の考え

方を、十分に反映するよう努めることとします。 
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Ⅰ 新施設の必要性 

 本市の保健センターは、各種保健サービスを実施するため、健康管理

センター、赤堀保健福祉センター、あずま保健センター、境保健センタ

ーから構成されています。 

 そのような中、以下の課題から、新施設の必要性が求められていま

す。 

 

１ 保健センター施設の老朽化 

  現存する４か所の保健センターのうち、赤堀保健福祉センターを除

く３保健センターは、雨漏りなどの老朽化が深刻であり、修繕等の維

持管理費も増加しています。また、施設の機能や付帯する設備などに

おいても多様化する市民ニーズに合わず、特にユニバーサルデザイン

の面での遅れが目立っています。施設の適切な更新により、利用者に

不便と不安を与えている現状を改善する必要があります。 

 

２ 保健センターの点在配置 

  保健センターは、点在する４施設で業務を遂行していますが、各施

設を運営することは維持管理費の面から非効率的です。また、職務の

面においても、職員が点在配置されていることから、関連情報の一元

化、共有化や職員間のコミュニケーション、人材育成など、組織運営

に重要となる基盤が物理的な隔たりにより醸成しにくい状況となって

います。市民サービス向上のため、点在する全ての保健センターを集

中化し、維持管理費の低減、専門職等の人的資源の有効活用を図るこ

とが必要となっています。 

 

３ 子育て世代包括支援センターの設置環境 

  核家族化の進行などで、子育てに関することを相談できる相手がい

ない人や、発達の特性などにより子育てしづらいケースなど、育児不

安を抱える保護者が増加しており、社会情勢の変化に対応した多様な

サービスの提供が必要となってきています。 

  さらに、母子保健法改正により、令和２年度に子育て世代包括支援

センターを健康管理センター内に設置し、妊娠中からの総合的相談や

支援を充実強化していますが、個室不足や手狭な施設の状況では、適

切良好な環境下での業務遂行はできていないのが現状です。 

  したがって母子保健機能と子育て支援機能を一体的に推進できるだ

けの規模を備えた施設として、子育て世代包括支援センターを拡充

し、再設置することが必要不可欠となっています。 
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Ⅱ 新施設整備の方針 

 １ 基本理念 

  本計画の基本理念は、（仮称）伊勢崎市新保健センター・子育て世代

包括支援センター建設基本構想（令和 3 年 2 月策定）に基づき、以下

のとおりとします。 

 

 

 

 ２ 施設整備の重点事項 

  現在分散している保健センターの必要機能を集約し、健康づくりの

拠点となる保健センター及び機能を拡充させた明るく快適な子育て支

援の施設の建設を進めます。 

 

 （１）環境にやさしい施設 

温暖化を緩和し、快適で住みよいまちづくりを進めるため、省エ

ネや省ＣＯ２の観点を考慮し、施設整備をすすめます。 

 

 （２）安全で衛生的な施設 

市民が安心安全に利用できるように、適正な衛生管理が可能な健

診会場等を整備します。 

 

 （３）誰もが利用しやすく利便性の高い施設 

ユニバーサルデザインの導入により、乳幼児を連れた保護者が利

用しやすい健診室や授乳室のほか、多目的に活用可能な交流スペー

スを設け、誰もが親しみやすい、わかりやすい動線とゆとりある空

間を確保します。 

 

 （４）プライバシーに配慮した個室を備えた施設 

     子育ての悩みや健康・疾病の各種申請にかかる相談が気軽に安

心して利用できる、プライバシーに配慮した個室を設けます。 

 

 （５）安心して利用できる育児スペースを備えた施設 

 子育て中の気分転換ができるよう、外出して遊ばせる場や、安

心して子どもを預けられる場として、プレイルームや託児室を整

備し、子育て支援機能を備えます。 

 

 

楽しく子育て 健康生き生き空間の創設 
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 （６）防災機能を有し、罹災者の健康管理の拠点となる施設 

 災害発生時に罹災者の救護、健康管理の拠点として、保健福祉

事務所、医療機関等と連携し、迅速な対応が図れるよう防災機能

を備えます。なお、耐震性、浸水対策等を考慮した上での感染症

対策品備蓄倉庫、機械設備等の配置を含め、施設全体として防災

機能に資する適切な整備を行います。 

  

３ 新施設の機能 

 （１）保健センター機能（既存機能の統合移転） 

  市民が安心して子どもを生み育て、若年層から高齢者まで元気に過

ごせるようあらゆる世代に、健康教育、健康相談、健康診査、家庭訪

問などの方法により、より質の高いサービスを提供し、２１万市民の

健康づくりを推進する拠点とします。 

 

 （２）子育て世代包括支援センター機能（既存機能の拡充再設置） 

  妊娠中からの総合的相談や支援の充実強化を図り、母子保健機能と

子育て支援機能が一体的に運用され、妊娠初期から子育て期全般にわ

たり切れ目のない包括的な支援業務を展開します。 

  また新たに、子育て中の気分転換ができるよう、外出して遊ばせる

場や、安心して子どもを預けられる場として、プレイルームや託児室

を整備するとともに、子育て世代の就労等をサポートする様々な情報

発信の場として、子育て支援機能の充実を図ります。 
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Ⅲ 新施設の建設地 

１ 建設予定地の概要 

  新施設の建設地についての概要は以下のとおりです。本市の中心市

街地内にあり、市内各所からのアクセス性に優れた交通利便性の高い

立地状況となっています。 

 

整備予定地 大手町地内（伊勢崎福島病院跡地） 

敷地面積 約 3,800 ㎡（約 1,000 ㎡拡大予定） 

区域区分 市街化区域 

用途地域 商業地域 

建ぺい率・容積率 80％・400％ 

防火地域及び準防火地域 準防火地域の指定あり 

地区計画 伊勢崎駅周辺地区（その他の市街

地） 

その他 伊勢崎駅周辺第一土地区画整理事業 

※土地区画整理法第７６条許可要 

 （市街地整備課） 
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Ⅳ 新施設の概要 

１ 全体想定面積 

  現施設にて不足しているプライバシー確保のための個室や、ゆとり

のある待合等の空間、交流スペース、感染症予防のため利用者同士の

十分な距離を確保可能な健診室や、感染予防品などの十分な備蓄スペ

ースを整備します。一体整備によるメリットも勘案した上で検討した

結果、新施設の想定面積はつぎのとおりとします。 

 

機能名 諸室 面積目安 

(㎡) 

機能別計

(㎡) 

保健センター 健診ホール 400  

 

 

 

 

 

 

1,590 

健診室 300 

計測室 60 

検尿室 20 

診察室 120 

問診室 200 

保健指導室 200 

歯科指導室 60 

保健室 10 

調理室 80 

栄養指導室 80 

個別相談室 40 

消毒室・ﾗﾝﾄﾞﾘｰ 20 

子育て世代 

包括支援 

センター 

子育て相談室 120  

 

600 

発達相談室 80 

ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 100 

プレイルーム 200 

託児室 100 

共有部分 備蓄品倉庫 220  

 

1,230 

階段室、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ室、廊下 700 

男女ﾄｲﾚ、幼児用ﾄｲﾚ 180 

多目的ﾄｲﾚ 40 

授乳室等 90 

事務室ほか 事務室 380  

 

480 

会議室 20 

更衣室 60 

印刷室等 20 

全体想定面積 3,900 
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２ 設計・建設における留意点 

（１）施設を有効的に活用し、末永く市民に親しまれるよう、時代やニ 

ーズの変化に合わせて柔軟性をもたせ、将来の空間構成・設備変更にも 

対応できるよう配慮します。 

（２）誰でも心地よく、くつろいで利用したくなるような施設内外の色 

彩やデザインを採用します。 

（３）施設周辺の住環境やまちの景観を考慮し、地域性に見合ったデザ 

インや緑化を図ります。 

（４）省エネルギーに積極的に取り組み、環境負荷低減を意識した施設 

とします。 

（５）維持管理しやすく、長期間使用可能な経年劣化に強い施設とし、              

ライフサイクルコストの低減を図ります。 

（６）個人情報などの保護や子どもたちを危険から守るため、セキュリ 

ティを高め、防犯対策などを図ります。 

 

３ 駐車場・動線計画 

 （１）駐車場計画 

  ①駐車場台数としては、想定利用者数に対し、利用時間帯などの状

況を勘案した上で、乳幼児や高齢者等も安全に利用できる余裕を

もたせた必要台数を設定します。 

  ②新施設は中心市街地に位置し、交通利便性も高いことなども勘案

し、適切な駐車場管理運営方法を検討します。 

  ③中心市街地活性化にもつながるよう、周遊性の促進や誘導サイン

の設置についても、関係者との協議と連携のもとに必要な対策を

検討します。 

 

 （２）動線計画 

  ①建設予定地は中心市街地に位置することから、周辺道路への影響

が出ないように敷地内への安全かつスムーズな出入りが可能とな

るよう配置計画を検討します。また、建設予定地の周辺には一方

通行の道路があること、また、一般住宅の近隣であることから、

利用者・近隣の住民の利便性・安全性を確保できる自動車動線と

なるよう検討します。 

  ②歩行者にも危険が及ばないような見通しの良いアプローチを整備

するなど、歩行者の安全性に配慮した整備を進めます。 
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Ⅴ 新施設の事業計画 

１ 建設費用 

 （１）概算工事費 

  新施設の建築工事費（設計費を含みません）の目安として、現時点

での想定延べ床面積を基に約１８億円と算定します。 

  建築工事費の他に、設計管理費などの関連事業費を想定していま

す。なお、全体の想定事業費は、設計を進める中で精査を行っていき

ます。 

 （２）活用を検討する財源 

  財源については、国の支援制度である都市構造再編集中支援事業費

補助の活用を検討していきます。また、合併特例事業債を活用する予

定です。 

 

２ 建設スケジュール 

 令和７年４月の供用開始を目指し、以下のスケジュールにより計画的

に実施します。 

年度 

区分 
令 和 ３

年 度 

令 和 ４

年 度 

令 和 5

年 度 

令 和 6

年 度 

令 和 7

年 度 

基本設計 
 

 

    

実施設計 
 

 

    

建設工事等 
 

 

    

施設供用開始 
 

 

    

 

Ⅵ 新施設の運営方針 

 新施設は、新保健センターと子育て世代包括支援センターの一体的な

運用により、本市全体の健康づくり及び子育て支援の拠点として機能し

ていくため、以下のとおり計画し運営していくこととします。 

１ 運営体制 

 （１）保健センターの運営 

  新保健センターは、本市すべての保健センターの業務を集約し、本

市保健行政の基幹となり、全市的、全世代的な質の高い効率的な保健

サービスを行っていくものとします。 
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  なお、新施設建設後は、健康管理センター・赤堀保健福祉センタ

ー・あずま保健センター・境保健センターの供用を終了し、維持管理

費の低減を図ることとします。窓口業務について、赤堀支所、あずま

支所、境支所などを利用した各種届出や相談業務の一部を継続するな

ど可能な限り各地域に密着した体制を整えることとします。 

 

 （２）子育て世代包括支援センターの運営 

  拡充再設置される子育て世代包括支援センターでは、子育てや就労

の相談等に対応できる相談室のほか、乳幼児が天候に関わらずのびの

びと遊べるプレイルーム、一時預かりを行う託児スペース等を拡充す

ることで、包括的な子育て支援サービスの提供に取り組んでいくもの

とします。 

  運営にあたっては、拡充されるスペース及び機能に加え、全ての保

健センターを集約したことにより高められる人的資源を生かし、より

きめ細やかな子育て相談等を行います。特に、一時預かり事業をはじ

めとした新規事業を中心として、関係部局等と調整の上、民間活力の

活用を検討していくこととします。 

 

２ 実施事業の利用者数の想定 

区分 事業区分 新施設 1 日あたり

利用者数想定 

（利用者数/開館日数） 

年間利用者数想定【人】

※（）内は令和元年度実績 

保健セ

ンター 

母子保健事業 58 人 13,900 

（13,886） 

成人・精神保健

事業 

63 人 15,200 

（15,204） 

健康づくり事業 13 人 

（講演会等は除く） 

3,100 

（3,121） 

子育て

世代包

括支援

センタ

ー 

一時預かり事業 6 人 2,200 

（－） 

プレイルーム事

業 

1 日 31 人 

（1 時間 5 人） 

9,100 

（－） 

相談事業 7 人 2,000 

（－） 

合計 178 人 

(講演会等は 150 人程度) 

45,500 

（32,211） 
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SDGs について 

Ⅶ 今後の方向性 

 １ 本計画を踏まえた設計 

  基本設計・実施設計業務を進めるにあたっては、本計画で示した機

能等を前提条件とします。 

  

２ 新たな子育て支援機能の運営 

  一時預かり事業・プレイルーム等の運営は民間活力の活用も視野に

入れ、施設の使用料についても、類似施設の事例を参考に検討を行い

ます。 

 

３ 中心市街地の活性化 

  施設が中心市街地の再生、活性化に寄与することができるよう検討

します。 

 

 ４ 積極的な情報提供 

  施設における事業や有効的な利用方法の案内などについて、市民に

情報提供します。 

 

 

 

 

  SDGs とは、Sustainable Development Goals の略であり、平成 27（2015）年 9 

月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて

記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17 のゴ

ール・169 のターゲット・232 の指標から構成されています。 

 

  伊勢崎市では、持続可能な、「安心安全なまちづくり」を目指し、よりよい社会

の実現に向けて、努力してまいります。 

  なお、今回の計画を通じて、特に貢献可能な SDGs の目標として、つぎに示すも

のが主に挙げられます。 

 

 

 

 

 

  伊勢崎市は、持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 


